
平成１２年（行ケ）第４８３号　審決取消請求事件
平成１５年６月５日口頭弁論終結
                  判　　　　　　　決
      原　　　　　　告　　　　　大同特殊鋼株式会社
      訴訟代理人弁理士　　　　　岡　崎　謙　秀
      同　　　　　　　　　　　　西　澤　利　夫
      同　　　　　　　　　　　　西　　　義　之
      被　　　　　　告　　　　　アルクメット　テヒノロギィー　ゲーエム　ベ
ーハー
      訴訟代理人弁理士　　　　　谷　　　義　一
      同　　　　　　　　　　　　阿　部　和　夫
      同　　　　　　　　　　　　佐　藤　久　容
                  主　　　　　　　文
        １　特許庁が平成１１年審判第３５２０９号事件について平成１２年１０
月３０日にした審決を取り消す。
        ２　訴訟費用は被告の負担とする。
        ３　この判決に対する上告及び上告受理の申立てのための付加期間を３０
日と定める。
                    事実及び理由
第１　当事者の求めた裁判
  １　原告
      主文第１，２項と同旨
  ２　被告
      原告の請求を棄却する。
      訴訟費用は，原告の負担とする。
第２　当事者間に争いのない事実
  １　特許庁における手続の経緯
      被告は，発明の名称を「シャフト状装填材料予熱装置付き溶解プラント」と
する特許第２１３５７９９号（１９８９年３月２日及び同年１２月７日にドイツ国
でした出願による優先権を主張して平成２年２月２８日に特許出願（以下「本件出
願」といい，願書に添付された明細書及び図面を併せて「本件明細書」とい
う。），平成１０年４月１０日登録。以下「本件特許」という。登録時の請求項の
数は１４である。）の特許権者である。原告は，平成９年７月１７日，本件特許を
請求項１ないし１４のすべて関して無効とすることにつき審判を請求した。特許庁
は，これを平成１１年審判第３５２０９号事件として審理し，その結果，平成１２
年１０月３０日，「本件審判の請求は成り立たない。」との審決をし，同年１１月
２０日にその謄本を原告に送達した。
      被告は，本件訴訟の係属中に，本件特許のうち請求項１０及び１１を削除
し，これに伴い請求項１２ないし１４の項番号を請求項１０ないし１２に繰り上げ
ること等を内容とする訂正審判の請求をし，特許庁は，平成１３年９月１８日，こ
れを認めるとの審決をした（以下，この訂正を「本件訂正」という。）
  ２　特許請求の範囲（本件訂正後のもの。請求項１ないし９は，本件訂正の前後
を通じて同一である。）
  「【請求項１】
        炉床（４）、炉容器壁（５）および移動可能な炉容器蓋（６）を具えた炉
容器（３）を含む電気アーク炉（１）と炉容器（３）の傍に配置されかつ炉容器蓋
（６）を通して炉容器（３）に導入される電極（９）を搬送する電極昇降旋回装置
（８）と前記炉容器（３）上に横に配設されたシャフト状装填材料予熱装置（２）
を有し、該予熱装置の内部（１５）は該予熱装置の床（１３）の隣接領域において
連絡区域（１７）を介して前記電気アーク炉（１）の内部（３１）と連絡してお
り、前記予熱装置は、さらにその上部領域において材料装填のための閉じ可能な装
填入口（１８）およびガス出口（１９）を有する溶解プラントにおいて、前記装填
材料予熱装置（２）の壁は、その下部において前記炉容器（３）の上端縁の高さま
では前記炉容器壁（５）の一部分によって形成され、その上部の領域においては保
持構造体（２７）に固定されたシャフト（１０）の壁によって形成されており、か
つ前記保持構造体（２７）および前記炉容器３）は互いに移動可能であることを特
徴とする溶解プラント。」（以下「本件発明１」という。）
  「【請求項２】



        前記容器蓋（６）は解放可能に前記保持構造体（２７）に取り付けられて
いることを特徴とする請求の範囲第１項に記載の溶解プラント。」（以下「本件発
明２」という。）
  「【請求項３】
        前記保持構造体（２７）が昇降装置（５６）によって前記炉容器に対して
上昇可能であることを特徴とする請求の範囲第１項または第２項に記載の溶解プラ
ント。」（以下「本件発明３」という。）
  「【請求項４】
        前記炉容器（３）が前記保持構造体（２７）に対して下降可能であること
を特徴とする請求の範囲第１項または第２項に記載の溶解プラント。」（以下「本
件発明４」という。）
  「【請求項５】
        前記保持構造体（２７）および前記炉容器（３）が相互に水平方向に変位
可能であることを特徴とする請求の範囲第１項ないし第４項のいずれかの項に記載
の溶解プラント。」（以下「本件発明５」という。）
  「【請求項６】
        前記相互の水平方向の変位の方向が前記炉容器蓋（６）の中央と前記シャ
フトの中心線との間を結ぶ線に平行であることを特徴とする請求の範囲第５項に記
載の溶解プラント。」（以下「本件発明６」という。）
  「【請求項７】
        前記シャフト（１０）中には、少なくとも１個のブロッキング部材（５
１）が、該部材が前記装填材料の支持手段を形成する閉成位置から前記装填材料を
前記炉容器（３）内へ装填するための解放位置へ移動可能な様に配設され、該解放
位置においては前記ブロッキング部材は前記装填材料が前記シャフト（１０）を通
過させることを特徴とする請求の範囲第１項ないし第６項のいずれかの項に記載の
溶解プラント。」（以下「本件発明７」という。）
  「【請求項８】
        電極昇降旋回装置（８）が前記炉容器（３）の傍で前記装填材料予熱装置
（２）と反対側に配設されていることを特徴とする請求の範囲第１項ないし第７項
のいずれかの項に記載の溶解プラント。」（以下「本件発明８」という。）
  「【請求項９】
        前記シャフト（１０）の保持構造体（２７）を移動させるための手段（２
３）が前記炉容器（３）の傍の前記装填材料予熱装置（２）の側に設けられている
ことを特徴とする請求の範囲第１項ないし第８項のいずれかの項に記載の溶解プラ
ント。」（以下「本件発明９」という。）
  「【請求項１０】（判決注・本件訂正前の請求項１２）
        前記炉容器（３）がフレーム昇降装置（６２）を通って支持構造体（６
３）上に支持された上部フレーム（６１）に取り付けられ、かつ、前記支持構造体
（６３）が移動可能であることを特徴とする請求の範囲第１項ないし第９項のいず
れかの項に記載の溶解プラント。」（以下「本件発明１０」という。）
  「【請求項１１】（判決注・本件訂正前の請求項１３）
        前記炉容器（３）がフレーム昇降装置（６２）を通って支持構造体（６
３）上に支持された上部フレーム（６１）に取り付けられ、かつ、昇降部材（７
０，７１）は装填材料予熱装置（２）の中央線と炉床（４）の中心を結ぶ線（２
２）の両側に配置され、一方の側の１個または複数の昇降部材７１）はフレーム
（６１）および支持構造体（６３）中で線（２２）に平行な回転軸のまわりに旋回
可能に取り付けられ、一方、他方の側の１個または複数の昇降部材は垂直案内部材
を有することを特徴とする請求の範囲第１０項に記載の溶解プラント。」（以下
「本件発明１１」という。）
  「【請求項１２】（判決注・本件訂正前の請求項１４）
        前記炉容器（３）がフレーム昇降装置（６２）を通って支持構造体（６
３）上に支持された上部フレーム（６１）に取り付けられ、かつ、前記支持構造体
（６３）が二つの平行横断受台（６７，６８）および該横断受台と接続する縦断受
台（６９）を含むことを特徴とする請求の範囲第１０項あるいは第１１項に記載の
溶解プラント。」（以下「本件発明１２」という。）
  ３　審決の理由
      別紙審決書の写しのとおりである。要するに，①本件発明１は，ヨーロッパ
特許公開第０２９１６８０号公報（審判甲第１号証，本訴甲第４号証。以下「甲４



刊行物」という。）に記載された発明（以下「甲４刊行物発明」という。），特開
昭６１－１３４５７８号公報（審判甲第２号証，本訴甲第５号証。以下「甲５刊行
物」という。）に記載された発明（以下「甲５刊行物発明」という。），特表昭５
６－５０１８１０号公報（審判甲第３号証，本訴甲第６号証。以下「甲６刊行物」
という。）に記載された発明（以下「甲６刊行物発明」という。）及び「第３版　
鉄鋼便覧　第Ⅱ巻　製銑・製鋼」（日本鉄鋼協会編）５３４，５３５頁（審判甲第
４号証，本訴甲第１１号証の１，２。以下「甲１１刊行物」という。）に記載され
た発明（以下「甲１１刊行物発明」という。）に基づいて容易に想到し得たものと
することはできない，②本件発明１は，甲５刊行物発明と同一であるということは
できない，③本件発明２ないし１２は，本件発明１に更に構成要件を付加したもの
であるから，甲第４ないし第６号証刊行物発明及び甲１１刊行物発明に基づいて容
易に想到し得たものとすることも，甲５刊行物発明２と同一であるということもで
きないから，本件特許を無効とすることはできない，として，いずれの請求項につ
いても，原告主張の無効理由をすべて排斥するものである。
    (1)　審決が上記結論を導くに当たり認定した本件発明１と甲４刊行物発明との
一致点・相違点は，次のとおりである。
    （一致点）
      「炉床（４），炉容器壁（５）および移動可能な炉容器蓋（６）を具えた炉
容器（３）を含む電気アーク炉（１）と，炉容器（３）の傍に配置されかつ炉容器
蓋（６）を通して炉容器（３）に導入される電極（９）を搬送する電極昇降旋回装
置（８）と，前記炉容器（３）上に横に配設されたシャフト状装填材料予熱装置
（２）を有し，該予熱装置の内部（１５）は該予熱装置の床（１３）の隣接領域に
おいて連絡区域（１７）を介して前記電気アーク炉（１）の内部（３１）と連絡し
ており，前記予熱装置は，さらにその上部領域において材料装填のための閉じ可能
な装填入口（１８）およびガス出口（１９）を有する溶解プラントにおいて，前記
装填材料予熱装置（２）の壁は，その下部において前記炉容器壁（５）の一部分に
よって形成され，その上部の領域においてはシャフト（１０）の壁によって形成さ
れていることを特徴とする熔解プラントである点」
    （相違点）
      「本件発明１は，装填材料予熱装置（２）の壁は，その下部において前記炉
容器（３）の上端縁の高さまでは前記炉容器壁（５）の一部分によって形成され，
その上部の領域においては保持構造体（２７）に固定されたシャフト（１０）の壁
によって形成されており，かつ前記保持構造体（２７）および前記炉容器（３）は
互いに移動可能であるのに対し，甲第１号証（判決注・甲４刊行物）には，これら
の点が記載されていない点」
    (2)　審決が上記結論を導くに当たり認定した本件発明１と甲５刊行物発明の一
致点・相違点は，次のとおりである。
    （一致点）
      「炉床（４），炉容器壁（５）および移動可能な炉容器蓋（６）を具えた炉
容器（３）を含む電気アーク炉（１）と，装填材料予熱装置（２）を有する溶解プ
ラントである点」
    （相違点）
      「本件発明１は，炉容器（３）の傍に配置されかつ炉容器蓋（６）を通して
炉容器（３）に導入される電極（９）を搬送する電極昇降旋回装置（８）を有し，
前記炉容器（３）上に横に配設されたシャフト状装填材料予熱装置（２）を有し，
該予熱装置の内部（１５）は該予熱装置の床（１３）の隣接領域において連絡区域
（１７）を介して前記電気アーク炉（１）の内部（３１）と連絡しており，前記予
熱装置は，さらにその上部領域において材料装填のための閉じ可能な装填入口（１
８）およびガス出口（１９）を有する溶解プラントにおいて，前記装填材料予熱装
置（２）の壁は，その下部において前記炉容器壁（５）の一部分によって形成さ
れ，その上部の領域においては保持構造体（２７）に固定されたシャフト（１０）
の壁によって形成されており，かつ前記保持構造体（２７）および前記炉容器
（３）は互いに移動可能であることを特徴とする溶解プラントであるのに対し，甲
第２号証（判決注・甲５刊行物）には，これらの点が記載されていない点」
第３　原告主張の審決取消事由の要点
      審決は、甲４刊行物発明の認定を誤った結果，同刊行物発明と本件発明１と
の相違点の認定を誤り，甲５，６刊行物発明の認定を誤り，本件発明１の作用効果
を誤認した結果，本件発明１の進歩性の判断を誤り，本件発明１の新規性の判断を



誤り，本件発明２ないし１２の進歩性の判断を誤ったものであり，これらの誤りが
審決の結論に影響を及ぼすことは明らかであるから，違法として取り消されるべき
である。
  １　甲４刊行物発明の認定の誤りによる，本件発明１と甲４刊行物発明との相違
点の認定の誤り
    (1)　審決は，本件発明１と甲４刊行物発明とは，「本件発明１は，装填材料予
熱装置（２）の壁は，その下部において前記炉容器（３）の上端縁の高さまでは前
記炉容器壁（５）の一部分によって形成され，その上部の領域においては保持構造
体（２７）に固定されたシャフト（１０）の壁によって形成されており，かつ前記
保持構造体（２７）および前記炉容器（３）は互いに移動可能であるのに対し，甲
第１号証（判決注・甲４刊行物）には，これらの点が記載されていない点」におい
て相違する，と認定した。
        上記両発明が，本件発明１は，「前記保持構造体(27)および前記炉容器(3)
は互いに移動可能である」のに対し，甲４刊行物にはこの点が記載されていない点
で相違することは，事実である。
        しかしながら，審決のなした上記相違点の認定のうち，残りの部分は誤り
である。
        甲４刊行物のＦｉｇ．１，３（以下，図１，３のように記載する。別紙図
面２参照）において，予熱器（７）の左方の側面は，炉容器の一部によって形成さ
れており，溶湯境面（１９）は，予熱室底部に至っていることは，明らかであるか
ら，甲４刊行物発明において，予熱室底部は炉床の一部で形成されているというこ
とができる。同刊行物発明において，予熱装置は炉容器上にあり，予熱装置の下部
外壁は炉容器の壁の一部によって共有の形で形成されていることは，明らかであ
る。
        このように，甲４刊行物には，装入物予熱器（７）の壁が，その下部にお
いて炉容器（２）の壁の一部分によって形成され，その上部領域においては，装入
物予熱器（７）の壁によって形成されたものであること，が明確に示されている。
    (2)　審決は，本件発明１と甲４刊行物発明との一致点として，「前記装填材料
予熱装置（２）の壁は，その下部において前記炉容器壁（５）の一部分によって形
成され，その上部の領域においてはシャフト（１０）の壁によって形成されている
ことを特徴とする溶解プラントである点で一致し」（審決書１４頁２９行～３２
行）と認定しながら，他方で，両発明は，「本件発明１は，装填材料予熱装置
（２）の壁は，その下部において前記炉容器（３）の上端縁の高さまでは前記炉容
器壁（５）の一部分によって形成され，その上部の領域においては保持構造体（２
７）に固定されたシャフト（１０）の壁によって形成されて」いる点で相違する，
とも認定している（同１４頁３３行～３６行）。
        審決の上記相違点の認定は，上記一致点の認定と矛盾するものであって，
誤りであることは，このことからも明らかである。
  ２　甲５刊行物発明の認定の誤り等による，本件発明１の進歩性についての判断
の誤り
    (1)　審決は，甲５刊行物発明について，「スクラップ原料を予熱するスクラッ
ププリヒータ自体を分割するものでなく，また，排ガスダクト１３は，炉体２内の
高温排ガスをスクラッププリヒータ１５内に導入するためのものであり，排ガスダ
クト１３内に装填材料を保持し，予熱するものでなく，また，シュート１４は，ス
クラップ原料１６の加熱時においてこの排ガスダクト１３と相俟って該排ガスをス
クラッププリヒータ１５内に導入するためのものであり，また，加熱終了後は予熱
されたスクラップ原料１６を炉体２内に装入するためのシュートとして機能するも
のであるから，甲第２号証（判決注・甲５刊行物）に記載されたものは，シャフト
内に装填材料を保持し，予熱する本件発明１と装填材料予熱装置の構成を相違する
ものである。」（審決書１５頁１０行～１９行），「スクラップ原料を予熱するス
クラッププリヒータ自体を分割するものでなく」（１６頁７行～８行）と認定し
た。しかし，この認定は誤りである。
      ア　甲５刊行物発明の記載内容及び添付の第１図，第２図（別紙図面３参
照）の記載によれば，炉体内に生成した溶融物４は排ガスダクト１３の下部にまで
到っていることが認められるから，排ガスダクト１３は炉体の炉壁の一部を構成し
ているということができる。
          甲５刊行物発明において，装填材料予熱装置は，スクラッププリヒータ
１５，シュート１４及び排ガスダクト１３とから成る。甲５刊行物発明のスクラッ



ププリヒータ１５及びシュート１４は，本件発明１の装填材料予熱装置の上部であ
るシャフト１０に相当する。甲５刊行物発明は，スクラッププリヒータ１５及びシ
ュート１４から成る，装填材料予熱装置の上部に相当する部分を，その下部である
炉体に備えた排ガスダクト１３に対して互いに移動可能としたものである。
          審決は，甲５刊行物発明における装填材料予熱装置は，スクラッププリ
ヒータ１５であり，排ガスダクト１３及びシュート１４はこれに当たらないとの誤
った前提の下に，甲５刊行物発明は，装填材料予熱装置自体を分割するものではな
い点において，本件発明１と相違する，との誤った判断をしたものである。
          スクラップ原料の加熱は，スクラップ原料の種類，特性，形状等に応じ
て最適な制御方法を採用することにより行われるものである。本件発明１は，スク
ラップ原料の加熱手段及び方法については，全く開示していない。本件発明１にお
いてスクラップ原料を加熱することが可能であるならば，本件発明１と構成が異な
らない甲５刊行物発明における排ガスダクト１３部分及びシュート１４内でも，ス
クラップ原料を加熱することが当然可能であると解すべきである。
          審決が，甲５刊行物発明について，「ガスダクト内に装填材料を保持
し，予熱するものでな」い，と認定したのは誤りである。
      イ　本件特許の請求項１には，「シャフト内に装填材料を保持し，予熱す
る」ことは規定されていない。本件発明１は，甲５刊行物発明の排ガスダクト１３
に相当する部分でスクラップ原料を加熱することを必須の構成要件とするものでは
ない。本件発明１における装填材料予熱装置を「シャフト内に装填材料を保持し，
予熱する」というものに限定して解釈することは許されない。本件発明１における
装填材料予熱装置は，装填材料を予熱するものであればよいものと解すべきであ
る。
          本件発明１が，装填材料予熱装置における，装填材料を保持し，予熱す
る部分に関して，甲５刊行物の図１に示されるものと同様のものを包含すること
は，本件発明７をみることにより，より明らかとなる。すなわち，本件発明７は本
件発明１に包含される下位概念の発明であるから，本件発明７の態様のもの（５図
に示す実施例。別紙図面１参照）も，本件発明１のシャフト状装填材料予熱装置
（２）に包含されることになり，その本件発明７の態様のものにおいては，装填材
料は，予熱装置の下部において保持されることはなく，そこで予熱されることもな
い。本件発明７を包含する本件発明１と甲５刊行物発明とは，装填材料予熱装置の
構成において相違しないのである。
          本件発明１は，「シャフト内に装填材料を保持し，予熱する」ものであ
るとする審決は，請求項１に記載された構成要件を離れて，本件発明１の要旨を認
定したもので，審決には，本件発明１の要旨認定について誤りが存在する。
    (2)　審決は，「本件発明１は，シャフト状装填材料予熱装置の上部を分割して
移動できるように構成したことにより，炉容器上部に十分な空間を確保することが
でき，操業切り替え時に炉の継続運転上必要とされる炉内への装填材料の直接装入
を容易に実施することができる（本件公告公報第４欄第４０～第５欄第１２行）も
のであるところ，甲第２号証（判決注・甲５刊行物），摘示ロによれば，甲第２号
証に記載のもの（判決注・甲５刊行物発明）は，溶解炉の炉体又はプリヒータを水
平移動させ，予熱したスクラップ原料１６をシュートを介して炉体２内に装入する
というものであるから，甲第２号証に記載のもの（判決注・甲４刊行物発明）は，
溶解炉の炉体又はプリヒータを水平移動とする理由が本件発明１と相違する。」
（審決書１５頁２０行～２８行），「甲第２号証に記載のもの（判決注・甲５刊行
物発明）は，溶解炉の炉体又はプリヒータを水平移動とする理由が本件発明１と相
違するものであり，」（審決書１６頁５行～６行）と認定判断した。
        しかし，上記認定は，本件発明１の構成に基づかないものである。
        また，甲５刊行物発明においても，プリヒータを炉体に対して水平移動す
ることにより，炉容器上部に十分な空間を確保でき，さらに，操業切替時における
炉内への装填材料の直接装入が可能となることは，その構成からみて明らかである
から，この点において本件発明１と甲５刊行物発明との間に差異はない。
        炉容器上に十分な空間が確保できる点，炉内への装填材料の直接装入が可
能となる点を本件発明１の特有の作用効果とする審決の上記認定は誤りである。
    (3)　審決は，「本件発明１は，「装填材料予熱装置のシャフトは炉蓋が取り去
られるときに，炉蓋と同時に取り去ることができ，炉容器の内部に材料を直接装填
するのに十分な空間が供給される。保持構造体に固定された上部シャフト内の予熱
装置と容器壁の一部により形成されたその下部とを再分割することは，さらに選択



の余地が与えられることになり，特にシャフトが蓋と構造的に連結しているとき
に，装填作業と溶解処理に対して効果がある。炉蓋と炉容器間は水平に相対移動
し，一方，炉容器は蓋により十分に覆われるので装填作業において環境汚染を最小
にすることができるとの理由で，シャフト自身が特に炉容器の中に材料を装填する
のに役立たせることができる。」（本件公告公報第５欄９行～２１行），「第１実
施例の電極９は装填材料予熱装置２に向かう方向に置換えられる。これにより，ア
ークから発生した放射熱は装填材料予熱装置２から供給される装填材料の温度を高
めることができ，また同時にアーク炉の自由壁部分上に付加される放射熱を減少さ
せることができる」（本件公告公報第８欄第４０～４５行），「シャフト１０内に
ある装填材料の予熱は精錬段階の期間においても効果を受けることができる。蓋６
は炉容器３の移動のため僅かの範囲持ち上げなくてはならないだけなので，その装
置配列は予熱期間および装入期間の間も環境破壊が生ずることはないことを保証す
る。」（本件公告公報第１２欄第２１～２６行）という明細書に記載のとおりの顕
著な作用効果を奏するものと認められる。」（審決書１６頁１５行～３５行）と認
定した。
        しかし，審決が本件発明１の顕著な作用効果とするものは，本件特許の請
求項１に記載された構成自体によっては達成することができないものである。
        また，上記の作用効果は，甲４刊行物発明において当然具有するものであ
り，本件発明１の顕著な作用効果であるということはできない。
    (4)　甲４刊行物発明は，炉容器の上端縁の高さが特に区画されていない点，シ
ャフトが保持構造体に固定され，保持構造体および前記炉容器を互いに移動可能に
した構成を具備していない点で本件発明１と相違するだけである。甲５刊行物に
は，予熱装置付きという点で本件発明１と同じである溶解炉において，装填材料予
熱装置のシャフトに相当するスクラッププリヒータ，シュートを炉体（炉容器）に
対して，炉容器上端部において，互いに移動可能にしたものが記載されている。甲
５刊行物発明は，溶解炉の炉体又はプリヒータを水平移動自在に設けるという技術
思想を教示するものであるから，当業者は，この教示を甲４刊行物に記載されたシ
ャフト状装填材料予熱装置に適用することにより，本件発明１に容易に想到するこ
とができたというべきである。
  ３　甲６刊行物発明の認定の誤りによる，本件発明１の進歩性判断の誤り
    (1)　審決は，「甲第３号証（判決注・甲６刊行物）に記載の金属溶解精製装置
は，電気アーク炉でなく，第１及び第２のノズルから吹き込まれる燃料噴出するも
のであるから，甲第３号証に記載のものは，予備加熱器の構造及び金属溶解精製装
置の種類を本件発明１と相違する。」（審決書１５頁３８行～１６頁２行）と認定
した。しかし，甲６刊行物に記載されたものは，アーク電極（１４）を有してお
り，明らかに電気アーク炉の一形態の炉であるから，上記認定は誤りである。
    (2)　甲６刊行物には，溶解炉の排ガスを利用する鉄くず用予備加熱装置（２
７）および炉室本体（２）を互いに移動可能にしたアーク炉による  溶解装置が記
載され，予備加熱装置（２７）に，少なくとも１個のブロッキング部材である鉄格
子部分（３０），（３１）または（５１）～（５４）を設け，装入材料を容器内に
装填するために開閉可能にした構造が記載されている。
        甲６刊行物に記載されたものと同じく，溶解炉の排ガスを利用するアーク
炉の鉄くず用予備加熱装置である甲４刊行物記載の溶解炉において，シャフト状装
填材料予熱装置を，甲６刊行物のものと同様に，予備加熱装置および炉室本体を互
いに移動可能にするとともに，ブロッキング部材を設け，装入材料を容器内に装填
するために開閉可能にすること，すなわち，本件特許の請求項７記載の溶解プラン
トのシャフト状装填材料予熱装置に相当する構成とすることは，当業者が容易に想
到することができたことというべきである。
  ４　本件発明１の新規性についての判断の誤り
      審決は，本件発明１と甲５刊行物発明との相違点として，「本件発明１は，
炉容器（３）の傍に配置されかつ炉容器蓋（６）を通して炉容器（３）に導入され
る電極（９）を搬送する電極昇降旋回装置（８）を有し，　前記炉容器（３）上に
横に配設されたシャフト状装填材料予熱装置（２）を有し，　該予熱装置の内部
（１５）は該予熱装置の床（１３）の隣接領域において，連絡区域（１７）を介し
て前記電気アーク炉（１）の内部（３１）と連絡しており，前記予熱装置は，さら
にその上部領域において材料装填のための閉じ可能な装填入口（１８）およびガス
出口（１９）を有する溶解ブラントにおいて，前記装填材料予熱装置（２）の壁
は，その下部において前記炉容器（３）の上端縁の高さまでは前記炉容器壁（５）



の一部分によって形成され，その上部の領域においては保持構造体（２７）に固定
されたシャフト（１０）の壁によって形成されており，かつ前記保持構造体（２
７）および前記炉容器（３）は互いに移動可能であることを特徴とする溶解プラン
トであるのに対し，甲第２号証（判決注・甲５刊行物）にはこのような点が記載さ
れていない点で相違する。」（審決書１７頁６行～２１行）と認定した。しかし，
審決が本件発明１のものとして認定している上記各事項は，いずれも甲５刊行物に
記載されている。審決の上記認定は，誤りである。
      本件発明１と甲５刊行物発明とを対比すると，甲５刊行物には，電極昇降旋
回装置，装填入口及びガス出口，保持構造体について具体的に記載されていない点
で本件発明１と相違する。しかし，これらの点は，すべて，甲５刊行物に記載され
た溶解プラントにおいても当然備えられている手段であり，実質的な相違点となる
ものではない。甲５刊行物には本件発明１と実質的に同一の構成が記載されてい
る。
  ５　本件発明２ないし１２の進歩性についての判断の誤り
      本件発明２ないし１２についての審決の判断は，本件発明１についての判断
が正しいことを前提とするものである。本件発明１についての審決の判断が誤りで
あることは，上記のとおりであるから，本件発明２ないし１２についての判断も誤
りである。
第４　被告の反論の要点
      審決の認定，判断は正当であり，審決に，取消事由となるべき誤りはない。
  １　甲４刊行物発明の認定の誤りによる，本件発明１と甲４刊行物発明との相違
点の認定の誤り，の主張について
      原告は，甲４刊行物発明における予熱装置の下部外壁は炉容器の壁の一部に
よって共有の形で形成されている，と主張する。
      甲４刊行物中の「炉容器２の内部空間１１から装入物予熱器７の内部空間８
まで」（翻訳文４頁下から４行～３行）との記述は，明らかに距離を示すものであ
る。甲４刊行物発明において，溶湯境面１９のレベルは接続ゾーン（１０）までし
かない（甲４刊行物の図１。別紙図面２参照）。原料装填材料の予熱のための予熱
室底部は，これに隣接して存在している。すなわち，甲４刊行物発明の電気炉にお
ける予熱室は，シャフト状の予熱室がその電気炉の横に炉容器から離れて設けられ
ている。
      そうである以上，甲４刊行物発明における予熱室は炉容器壁の一部を炉容器
と共有するものではない。
  ２　甲５刊行物発明の認定の誤り等による，本件発明１の進歩性判断の誤り，の
主張について
    (1)ア　甲５刊行物発明のスクラッププリヒータ１５は，排ガスダクト１３の上
部にシュート１４を介して設けられている。スクラッププリヒータ１５内には炉体
２内に装入するスクラップ原料１６が収容され，排ガスダクト１３からシュート１
４を介して炉体２内の高温排ガスが，スクラッププリヒータ１５内に導入されるよ
うになっている（甲５刊行物２頁右上欄１７行～左下欄４行）。
          スクラッププリヒータ１５は，スクラップ原料１６を収容するための容
器でもあり，スクラッププリヒータ１５は，独立した一体構造のもので，それ自体
が分割されるものではない。
          甲第５刊行物発明がスクラッププリヒータ１５自体を分割するものでは
ない，とした審決の認定に誤りはない。
          甲５刊行物発明の排ガスダクト１３は，あくまでも炉体２内の高温排ガ
スをスクラッププリヒータ１５内に導入するためのものである。シュート１４は，
スクラップ原料１６の加熱時には、この排ガスダクト１３とあいまって排ガスをス
クラッププリヒータ１５内に導入するために機能し，加熱終了後はスクラッププリ
ヒータ１５が炉体２の上方に上記シュートとともに移動させられて，予熱されたス
クラップ原料１６を炉体２内に装入するためのシュート（荷すべらし）として機能
するものである。
          排ガスダクト１３及びシュート１４にはスクラップ原料１６が装填され
ていないから，これらは，装填材料予熱装置に当たらない。
      イ　本件発明１において，シャフト（１０）がシャフト状装填材料予熱装置
（２）の一部（保持構造体（２７）に固定されたシャフト状装填材料予熱装置
（２）の上部領域）を構成することは本件特許の請求項１の記載から明白である。
本件発明１において，装填材料（装入原料）の溶解時に，装填材料が，シャフト状



装填材料予熱装置で保持され，予熱されて炉容器（３）内に装填されるものである
ことは，本件特許の特許請求の範囲請求項１の「シャフト状装填材料予熱装置」と
の記載及び本件明細書中の「しかしながら，拡大した連結区域において装填材料予
熱装置の床が３０度から６０度までの傾斜角で炉容器の方に向かって下がるように
設計されている事実のお陰で，促進もされる。」（甲第２号証３頁右欄３行～８
行）等の記載から明白である。
          本件発明７は，請求項１の発明に所要の構成要件を付加して，すなわち
シャフト（１０）内に開閉位置に移動可能なブロッキング部材（５１）を設けて，
溶解段階においてはそのブロッキング部材を開放位置として請求項１の発明と同様
に装填材料予熱装置（２）中に柱状に装填されている装填材料を予熱し，この装填
材料が全部溶解された後の精錬段階においてはブロッキング部材を閉成位置とし
て，ブロッキング部材上に装填材料を戴置して精錬中の炉からの廃熱をも利用でき
るようにしたものである（甲第２号証４頁左欄７行～１８行，５頁右欄３５行～４
１行，６頁左欄４７行～右欄６行）。
    (2)　甲５刊行物発明のスクラッププリヒータ１５は，加熱されたスクラップを
炉内に投下するために，一加熱毎にシュート１４とともに炉容器上部に移動するも
のである。本件発明１においては，操業切り替え時に炉容器上にシャフトに邪魔さ
れることのないスペース（作業空間）を確保し炉内への直接スクラップの装入を容
易にするために，シャフト状予熱装置の上部を分割し炉容器に対して相互移動させ
るものである。この点において，両発明は，溶解炉の炉体又はプリヒータを水平移
動する理由を異にするものである。
  ３　甲６刊行物発明の認定の誤りによる，本件発明１の進歩性判断の誤り，の主
張について
      甲６刊行物の図１及び図２は，アーク電気炉に関するものである。しかし，
この図１及び図２には，図３（別紙図面４参照）に記載されているような予備加熱
装置２７について何ら記載がない。また，図１及び図２に示されているものに，図
３に記載されているように予備加熱装置２７を設置することはできない。すなわ
ち，甲６刊行物には，予熱装置を持たず電極（１４）を持つ電気アーク炉（図１及
び図２）と，第１のノズル２４および第２のノズル２５から吹き込まれる燃焼ガス
により加熱溶解されるタイプの，予熱装置を持ち電極（１４）をもたない溶解炉
（図３から図６）とが，別のものとして記載されているのである。
      このことは，甲６刊行物中の「溶解装置が電極なくして構成される場合に
は，必要とする上室の高さが低くてよく，また上記装置は容易に置換，修理，管理
することができる。さらに，低い投資費用であるため，現存の溶解装置に他の溶解
装置を容易に再装備することができ，且つ装入材料又はエネルギー供給の変化条件
にも適応し得る。また，上記の溶解精製装置は装入材料のための予備加熱装置を容
易に設けることができる。」（甲６刊行物２頁右下欄下から３行～第３頁左上欄５
行）と記載されていることからも明らかである。
      甲６刊行物には，原告の主張するような「炉床（１２），炉容器壁および移
動可能な炉容器蓋体（３）を具えた炉室本体（２）を含む溶解装置（１）と前記炉
室本体（２）上に配設された予備加熱装置（２７）を有する電気アーク炉におい
て，炉室本体（２）に対し予備加熱室（２７）は炉室本体（２）の上端縁において
移動可能である金属溶解装置」は記載されていない。そのように記載されていると
解釈すべき根拠もない。
　４　本件発明１の新規性についての判断の誤り，の主張について
      本件発明１と甲５刊行物発明とを同一とすることができないことは，上述し
たところから明らかである。
  ５　本件発明２ないし１２の進歩性についての判断の誤り，の主張について
      本件発明２ないし１２は，本件発明１に更に構成要件を付加したものである
から，甲４ないし６刊行物発明から当業者が容易に発明をすることができたものと
することも，甲５刊行物に記載された発明と同一であるとすることもできない。
第５　当裁判所の判断
  １　甲４刊行物発明の認定の誤り等による本件発明１と甲４刊行物発明との相違
点の認定の誤り，の主張について
    (1)　審決は，本件発明１と甲４刊行物発明とは，「本件発明１は，装填材料予
熱装置（２）の壁は，その下部において前記炉容器（３）の上端縁の高さまでは前
記炉容器壁（５）の一部分によって形成され，その上部の領域においては保持構造
体（２７）に固定されたシャフト（１０）の壁によって形成されており，かつ前記



保持構造体（２７）および前記炉容器（３）は互いに移動可能であるのに対し，甲
第１号証（判決注・甲４刊行物）には，これらの点が記載されていない点」（審決
書１４頁３３行～３８行。下線部は判決において付した。）において相違する，と
認定した。
        原告は，審決の上記相違点の認定は，本件発明１における，装填材料予熱
装置（２）の壁が，その下部において炉容器壁（５）の一部分によって形成され，
その上部の領域においては，シャフト（１０）の壁によって形成されているとの構
成を，甲４刊行物発明が有しない，との意味であると解した上で，甲４刊行物発明
も上記構成を有するから，審決の上記相違点の認定はこの点で誤りである，と主張
する。
        しかしながら，審決は，「装填材料予熱装置（２）の壁は，その下部にお
いて前記炉容器壁（５）の一部分によって形成され，その上部の領域においてはシ
ャフト（１０）の壁によって形成されている」（審決書１４頁２９行～３１行）点
を，本件発明１と甲４刊行物発明の一致点として認定している。この一致点の認定
と上記相違点の認定とを対比するならば，審決は，本件発明１においては，装填材
料予熱装置（２）の壁が炉容器（３）の上端縁の高さにおいて，上部と下部に分割
され（上記相違点の認定中の下線部参照），分割された上部領域と下部領域とが互
いに移動可能であるのに対し，甲４刊行物発明はこのような構成を有しない点のみ
を相違点として認定したものであり（上記点のみを相違点とする一致点・相違点の
認定に誤りがあるか否かは，別の問題である。），上記一致点として認定した部分
まで，相違点と認定したものではない，と解するのが相当である。
        このことは，審決が，上記相違点についての検討（審決書１５頁１行～１
６頁下から３行）において，主として，装填材料予熱装置の分割や水平移動の構成
について論じており，「装填材料予熱装置（２）の壁がその下部において炉容器壁
（５）の一部分によって形成され，その上部の領域においてはシャフト（１０）の
壁によって形成されている」構成の点については全く論じていないことからも明ら
かというべきである。
        以上のとおりであるから，審決の本件発明１と甲４刊行物発明との相違点
の認定に原告主張の誤りはない。
    (2)　原告は，審決の，本件発明１と甲４刊行物発明との一致点の認定と相違点
の認定とは矛盾している，と主張する。しかしながら，審決の一致点・相違点の認
定が矛盾しないことは，(1)で述べたところから明らかである。
        原告の主張は採用することができない。
  ２　甲５刊行物発明の認定の誤り等による，本件発明１の進歩性判断の誤り，の
主張について
    (1)　審決は，本件発明１と甲４刊行物発明との相違点の判断において，甲５刊
行物発明について，「スクラップ原料を予熱するスクラッププリヒータ自体を分割
するものでなく，また，排ガスダクト１３は，炉体２内の高温排ガスをスクラップ
プリヒータ１５内に導入するためのものであり，排ガスダクト１３内に装填材料を
保持し，予熱するものでなく，また，シュート１４は，スクラップ原料１６の加熱
時においてこの排ガスダクト１３と相俟って該排ガスをスクラッププリヒータ１５
内に導入するためのものであり，また，加熱終了後は予熱されたスクラップ原料１
６を炉体２内に装入するためのシュートとして機能するものであるから，甲第２号
証（判決注・甲５刊行物）に記載されたものは，シャフト内に装填材料を保持し，
予熱する本件発明１と装填材料予熱装置の構成を相違するものである。」（審決書
１５頁１０行～１９行），「スクラップ原料を予熱するスクラッププリヒータ自体
を分割するものでなく，またシャフト内に装填材料を保持し，かつ，予熱する本件
発明１と装填材料予熱装置の構成を相違するものであり，」（１６頁７行～９行）
と認定し，これを前提として，本件発明１は，甲４，５刊行物発明から容易に想到
し得たものとすることができない，と判断した。
        審決が，検討の対象となるべき本件発明１と甲４刊行物発明との相違点と
して認定したのが，甲４刊行物発明は，本件発明１と異なり，装填材料予熱装置
（２）の壁が炉容器（３）の上端縁の高さにおいて，上部と下部に分割され，分割
された上部領域と下部領域とが互いに移動可能であるとの構成を有しない，という
点であることは，前記のとおりである。
        この点について，審決が，①本件発明１における「装填材料予熱装置」の
構成要素となるためには，その中に装填材料であるスクラップ原料を保持し，か
つ，そこで予熱するものでなければならない，と解した上で，②甲５刊行物発明に



おいて，スクラップ原料を保持し，予熱するのは，スクラッププリヒータ１５であ
り，排ガスダクト１３，シュート１４は，それ自体では，スクラップ原料を保持，
予熱するものではないから，「装填材料予熱装置」に当たるのはスクラッププリヒ
ータのみである，②甲５刊行物発明は，装填材料予熱装置に当たるスクラッププリ
ヒータを上下に分割するものではないから，上記相違点に係る構成を有するもので
はない，と認定判断したものであることは，上に記した審決書の記載自体から明ら
かである。
      ア　そこで，まず，本件発明１における「装填材料予熱装置」の構成要素と
なるためには，その中に装填材料であるスクラップ原料を保持し，かつ，そこで予
熱するものでなければならないものであるかについてみる。
          本件発明１の特許請求の範囲の記載は，前記第２の２で示したとおりで
あり，その中には，装填材料の予熱態様を限定する記載は見当たらない。本件明細
書の発明の詳細な説明中には，「装填材料予熱装置のシャフト内に装填された材料
の保持は，装填材料予熱装置の床が３０度から６０度までの傾斜角で炉容器の方に
向かって下がるように設計されている事実のお陰で，促進もされる。」（甲第２号
証３頁右欄４行～８行）として，シャフト状装填材料予備装置（２）のシャフトを
通じて装填された材料が，シャフト底部である炉床上に柱状に保持され炉からの熱
ガス等により予熱され，溶融し供給される態様（甲第２号証添付の第１図等。別紙
図面１参照）が記載されている。しかし，他方，本件発明１の実施態様の一つであ
る本件発明７の特許請求の範囲には「前記シャフト（１０）中には，少なくとも１
個のブロッキング部材（５１）が，該部材が前記装填材料の支持手段を形成する閉
成位置から前記装填材料を前記炉容器（３）内へ装填するための開放位置へ移動可
能な様に配設され，該開放位置においては前記ブロッキング部材は前記装填材料が
前記シャフト（１０）を通過させることを特徴とする請求の範囲第１項ないし第６
項にいずれかの項に記載の溶解プラント」との記載があり，発明の詳細な説明中に
は，「装入材料の柱を溶解する作業に続く精錬段階の間に，必要な特性を有する溶
解したメタルバス（金属浴）を製造するために，その溶解したメタルバスに装填材
料は追加されない。第５図（判決注・別紙図面１参照）に示した溶解プラントを用
いて，キャリヤー５３がそのキャリヤーの閉じ位置にあるときに，装填材料をシャ
フト１０内に導入することが可能である。その充填材料は，精錬段階の期間に，炉
容器３からは発生してシャフト１０内に通過する熱いガスにより予熱される。装填
材料は湯出しの後で，炉容器３に装填するのに利用できる，」（甲第２号証６頁左
欄下から４行～右欄６行），「第５図を参照して記述された様なブロッキング部材
がシャフト１０内に設置されるならば，そのためシャフト１０内に保持され続け，
さらにまた精錬段階を通じて加熱された装填材料が，炉容器の湯出し作業の後の所
望の期間に炉容器内に装填されるであろう。」（７頁右欄２４行～２８行）とし
て，シャフト内にブロッキング部材を備え，この部材を閉成しブロッキング部材上
に材料を保持して予熱，供給する態様も記載されている。
本件明細書中のこれらの記載によっても，本件発明１におけるシャフト状装填材料
予熱装置について装填材料の予熱態様は限定されていないと解するのが相当であ
る。
          そうである以上，本件発明１において「装填材料予熱装置」がその中に
装填材料であるスクラップ原料を保持し，かつ予熱するものでなければならない，
とする審決の解釈は誤りである，というべきである。
      イ　甲５刊行物（甲第５号証）には，「炉体２には排ガスダクト１３が設け
られ，排ガスダクト１３の上部にシュート１４を介してスクラッププリヒータ１５
が設けられる。このスクラッププリヒータ１５内には炉体２内に装入するスクラッ
プ原料１６が収容され，排ガスダクト１３からシュート１４を介して炉体２内の高
温排ガスが，スクラッププリヒータ１５内に導入されるようになっている。」（２
頁右上欄１６行～左下欄４行）との記載がある。この記載と同刊行物の第１図ない
し第３図（別紙図面３参照）の記載内容とに照らすと，甲５刊行物においては，炉
容器からの熱ガスが排ガスダクト１３，シュート１４を介してスクラッププリヒー
タ１５内の装填材料を予熱するものとされていることが明らかであるから，排ガス
ダクト１３，シュート１４及びスクラッププリヒータ１５を一体としてみたとき，
これが装填材料の予熱をする装置である，ということができる。
          甲５刊行物の第１図ないし第３図の記載によれば，上記予熱をする装置
のうち，スクラッププリヒータ１５及びシュート１４は，溶解炉に対してその上端
縁の高さのところで，互いに水平移動自在に設けられていることが明らかであるか



ら，甲５刊行物発明は，「予熱をする装置」の上部に相当するスクラッププリヒー
タ１５及びシュート１４から成る部分と，その下部に相当する部分である排ガスダ
クト１３とを分割して互いに移動可能としたものであるということができる。
          上記認定によれば，甲５刊行物発明における排ガスダクト１３及びシュ
ート１４が，装填材料であるスクラップ原料を保持し，そこで予熱するものでない
こと自体は，審決の認定するとおりである。しかしながら，本件発明１において，
装填材料の予熱態様は限定されていないことは上記のとおりであるから，装填材料
を保持し，そこで予熱するものでないことを理由に，排ガスダクト１３及びシュー
ト１４を本件発明１における「装填材料予熱装置」の構成要素にならないものとし
た審決の認定は誤りであり，審決が，この認定を前提として，スクラッププリヒー
タ１５のみが「装填材料予熱装置」に当たるとして，これが分割されるか否かを問
題にしたのも誤りである，というべきである。
    (2)　審決は，本件発明１と甲４刊行物発明との相違点の判断において，「本件
発明１は，シャフト状装填材料予熱装置の上部を分割して移動できるように構成し
たことにより，炉容器上部に十分な空間を確保することができ，操業切り替え時に
炉の継続運転上必要とされる炉内への装填材料の直接装入を容易に実施することが
できる（本件公告公報第４欄第４０～第５欄第１２行）ものであるところ，・・・
甲第２号証（判決注・甲５刊行物）に記載のものは，溶解炉の炉体又はプリヒータ
を水平移動させ，予熱したスクラップ原料１６をシュートを介して炉体２内に装入
するというものであるから，甲第２号証に記載のものは，溶解炉の炉体又はプリヒ
ータを水平移動とする理由が本件発明１と相違する。」（審決書１５頁２０行～２
８行）としている。
        しかしながら，本件発明１に係る特許請求の範囲には，移動に関しては，
「前記保持構造体（２７）および前記炉容器（３）は互いに移動可能である」と記
載されているだけであり，「互いに移動可能である」ものとする理由を特定したこ
とを反映する構成要件を示すことは何も記載されていない。そうである以上，仮
に，水平移動とする理由が本件発明１におけると，甲５刊行物発明におけるとで異
なるとしても，そのこと自体は，甲４刊行物発明を出発点として上記相違点に係る
本件発明１の構成に至ることを困難とする要素とはなり得ないことが明らかであ
る。異なる目的（技術的課題）の下に同じ構成に至ることは，十分にあり得ること
だからである。甲５刊行物において水平移動とされている理由は，同発明を甲４刊
行物発明に組み合わせることを困難にする要素を有するならば，そのことを通じ
て，上記相違点に係る本件発明１の構成の想到容易性を否定する方向に働く力を有
することになるであろう。しかし，このことは，甲５刊行物発明における水平移動
の理由が本件発明１におけるものと同じか異なるかとは別の問題である。問題にす
べきは，甲４刊行物発明と甲５刊行物発明との組合せの容易性であって，甲５刊行
物発明と本件発明１とにおける水平移動の理由の異同ではない。
        上記の点を離れて，水平移動とする理由（技術的課題）の点で本件発明１
と甲５刊行物発明とを比較してみても，両者間には共通するところがあるというこ
とができる。
        本件発明１の特許請求の範囲には，シャフト状装填材料予熱装置の上部で
あるシャフト（１０）が固定された保持構造体の移動について，「前記保持構造体
（２７）および前記炉容器（３）は互いに移動可能である」と記載されている。本
件発明１は，この構成により，スクラップ籠からスクラップを受け容れる際，シャ
フト（１０）を移動することにより容器開口部の予熱装置部分を開放し，シャフト
に邪魔されることなく装填材料をスクラップ籠によって導入することすることがで
きる，という本件明細書に記載された上記効果を奏することができることは明らか
である。
        しかし，本件発明１は，シャフト（１０）が炉容器（３）と移動可能に設
けられているとの上記構成により，シャフト（１０）内に保持され予熱された材料
を移動して炉容器内の適切な場所に供給することができるという作用効果をも奏す
ることは明らかであり，この作用効果の点において，甲５刊行物発明と異ならな
い。本件発明１と甲５刊行物発明とは，予熱装置を移動させる理由が重複するもの
であるから，両者の技術的課題が異なるとしてしまうことはできない。
    (3)　審決は，①「本件発明１は，「装填材料予熱装置のシャフトは炉蓋が取り
去られるときに，炉蓋と同時に取り去ることができ，炉容器の内部に材料を直接装
填するのに十分な空間が供給される。保持構造体に固定された上部シャフト内の予
熱装置と容器蓋の一部により形成されたその下部とを再分割することは，さらに選



択の余地が与えられることになり，特にシャフトが蓋と構造的に連結しているとき
に，装填作業と溶解処理に対して効果がある。炉蓋と炉容器間は水平に相対移動
し，一方，炉容器は蓋により十分に覆われるので装填作業において環境汚染を最小
にすることができるとの理由でシャフト自身が特に炉容器の中に材料を装填するの
に役立たせることができる。」（本件公告公報第５欄９～２１行），
        ②「第１実施例の電極９は装填材料予熱装置２に向かう方向に置換えられ
る。これにより，アークから発生した放射熱は装填材料予熱装置２から供給される
装填材料の温度を高めることができ，また同時にアーク炉の自由壁部分上に付加さ
れる放射熱を減少させることができる。」（本件公告公報第８欄４０～４５行），
        ③「シャフト１０内にある装填材料の予熱は精錬段階の期間においても効
果を受けることができる。蓋６は炉容器３の移動のため僅かの範囲持ち上げなくて
はならないだけなので，その装置配列は予熱期間および装入期間の間も環境破壊が
生ずることはないことを保証する。」（本件公告公報第１２欄第２１～２６行）と
いう明細書に記載のとおりの顕著な作用効果を奏するものと認められる。」（審決
書１６頁１５行～３５行）と認定判断した。
        しかしながら，①のうち，炉容器開口部を広く開けることができるという
効果は，シャフト状の予熱装置を炉容器の上に横に設けた場合において，予熱装置
を移動可能したことにより奏する当然の効果にすぎない。①のうち，「保持構造体
に固定された上部シャフト内の予熱装置と容器壁の一部により形成されたその下部
とを再分割することは，さらに選択の余地が与えられることになり，特にシャフト
が蓋と構造的に連結しているときに，装填作業と溶解処理に対して効果がある。炉
蓋と炉容器間は水平に相対移動し，一方，炉容器は蓋により十分に覆われてるので
装填作業において環境汚染を最小にすることができるとの理由でシャフト自身が特
に炉容器の中に材料を装填するのに役立たせることができる。」との効果は，シャ
フトが水平移動すること自体の効果ではなく，水平移動に際し更に炉蓋の移動とを
共動させることによる効果であり，本件発明１の効果ということはできない。②の
効果は，シャフト状の予熱装置を炉容器の上に横に設けた場合において，その予熱
装置を更に移動可能にした場合に奏する予測可能な効果にすぎない。③の効果のう
ち，「シャフト１０内にある装填材料の予熱は精錬段階の期間においても効果を受
けることができる。」という効果は，ブロッキング部材を設けシャフトを予熱装置
として用いた場合の効果であって，本件発明１の一態様の効果にすぎず，本件発明
１の効果であるということはできない。③の効果のうち，「蓋６は炉容器３の移動
のため僅かの範囲持ち上げなくてはならないだけなので，その装置配列は予熱期間
および装入期間の間も環境破壊が生ずることはないことを保証する。」という効果
は，シャフトが水平移動すること自体の効果ではなく，水平移動に際しさらに炉蓋
の移動とを共動させることによる効果であって，本件発明１の一態様の効果にすぎ
ず，本件発明１の効果であるということはできない。
        上に述べたところによれば，審決が本件発明１の顕著な作用効果であると
認定判断した効果は，いずれも，本件発明１の構成から予測可能な効果であるか，
特定の一態様の効果にすぎないものであって，顕著な作用効果であるということは
できない。
        審決の上記判断は誤りであるというべきである。
  ３　上に述べた審決の認定判断の誤りが，本件発明１の進歩性の判断及びこの判
断を前提とする本件発明２ないし１２の進歩性の判断に影響を及ぼすことは明らか
である。
  ４　なお，審決は，甲４刊行物発明について「甲第１号証（判決注・甲４刊行
物）に記載された発明の装入物予熱器は，アーク炉の炉容器上に横に配置されてい
るものと認められる。」（審決書１３頁２５行～２７行）と認定した上で，本件発
明１と甲４刊行物発明との一致点として「前記炉容器（３）上に横に配設されたシ
ャフト状装填材料予熱装置（２）を有し，該予熱装置の内部（１５）は該予熱装置
の床（１３）の隣接領域において連絡区域（１７）を介して前記電気アーク炉
（１）の内部（３１）と連絡しており，前記予熱装置は，さらにその上部領域にお
いて材料装填のための閉じ可能な装填入口（１８）およびガス出口（１９）を有す
る溶解プラントにおいて，前記装填材料予熱装置の壁は，その下部において前記炉
容器壁（５）の一部分によって形成され，その上部の領域においてはシャフト（１
０）の壁によって形成されていることを特徴とする溶解プラントである点」（審決
書１４頁２２行～３１行）を認定している。しかしながら，甲４刊行物発明におい
ては，「図２に示すように円形の断面を有する炉容器の側面に，装入物のための収



容空間（内部空間）８を有する縦穴状の装入物予熱器７が配置され」（甲第４号証
訳文３頁６行～７行）として，装入物予熱器は炉容器の「側面」に配置されるもの
とされていること，甲４刊行物記載の図１ないし４によれば，同刊行物発明の装入
物予熱器は，少なくとも上部においては，炉容器壁に囲まれた範囲の外側に容器壁
とは離れて設けられているものと認められる。審決は，甲４刊行物の上記記載内容
にもかかわらず，同刊行物発明の装入物予熱器はアーク炉の炉容器上に横に配置さ
れており，予熱器の壁はその下部において炉容器壁の一部分によって形成されてい
ると認定することができる根拠について何ら示していない。この点において，審決
には，少なくとも，説明において不備があるといわざるを得ない。上記の点につい
ては，審判手続において，改めて，審理，判断されるべきである。
第６　結論
      以上のとおりであるから，審決は，その余の点について判断するまでもなく
取消しを免れないことが明らかである。よって，原告の請求を認容して審決を取り
消すこととし，訴訟費用の負担，上告及び上告受理の申立てのための付加期間につ
いて行政事件訴訟法７条，民事訴訟法６１条，９６条２項を適用して，主文のとお
り判決する。
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